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申請に対する処分 ／ 審査基準・標準処理期間  個票（美郷町） 

 

＜個票情報＞ 

所 管 部 署 住民生活課 

適用日（掲載日） 平成 27 年 3月 31 日 

＜処分の概要＞ 

許認可等の名称 埋葬、火葬又は改葬の許可 

処  分  権  者 町長 

根 拠 規 定 墓地、埋葬等に関する法律第 5条第 1項 

＜審査基準／標準処理期間＞ 

基 準 規 定 

 

審  査  基  準 

□設定  ■未設定 

未設定理由：法令の規定において判断基準が言い尽くされている。 

参 考 資 料 

 

標準処理期間 

■設定  □未設定 

・埋葬又は火葬の許可については、即日 

・改葬の許可については、７日 

備          考 

 

 設    定    日 平成 27 年 10 月 31 日 
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申請に対する処分 ／ 審査基準・標準処理期間  個票（美郷町） 

 

＜個票情報＞ 

所 管 部 署 住民生活課 

適用日（掲載日） 平成 27 年 3月 31 日 

＜処分の概要＞ 

許認可等の名称 墓地､納骨堂又は火葬場の経営等の許可 

処  分  権  者 町長 

根 拠 規 定 墓地、埋葬等に関する法律第 10 条第 1項 

＜審査基準／標準処理期間＞ 

基 準 規 定 

墓地、埋葬等に関する法律第 10 条第 1項 

美郷町墓地等の経営の許可等に関する条例第 2条 

美郷町墓地等の経営の許可等に関する規則第 2条、第 3条、第 4条、第 5条 

審  査  基  準 

■設定  □未設定 

１．墓地等の経営者となることができる者等 

① 墓地等の経営の許可等を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該

当する者とする。 

(１) 地方公共団体 

(２) 宗教法人法（昭和 26 年法律第 126 号）第４条第２項に規定する法人で、

永続的に自己の所有地に墓地等を経営しようとするもの 

(３) 墓地等の経営を目的として設立された公益社団法人又は公益財団法人 

② 前項の規定にかかわらず、集落共同墓地（主に地縁に基づいて形成される地

域共同体が原則としてその構成員にのみ使用させる目的で経営する墓地をい

う。）又は個人墓地（墓地使用者がその祖先又はその親族の祖先の祭祀を主宰

するために自ら経営する墓地をいう。）を現に経営していると認められるもの

は、次に掲げる許可を受けることができる。 

(１) 墓地の区域の変更の許可（現に経営していると認められる墓地の面積を増

加させる変更にあっては、特別の事情があると町長が認める場合に限る。） 

(２) 災害の発生又は公共事業（法第 11 条に規定する事業を除く。）の実施に伴

い、個人墓地を移設し経営しようとする者の場合における法第 10 条第１項

の許可 

３．墓地又は火葬場の設置場所の基準 

墓地又は火葬場の設置場所は、次に掲げる基準に適合するものでなければなら

ない。ただし、公衆衛生その他公共の福祉の見地から支障がないと認められる

場合は、この限りでない。 

(１) １①各号に掲げる者又は１②に規定する墓地を現に経営していると認め

られるものが所有権を有する土地であること。 

(２) 墓地にあっては、住宅、学校、病院、公園その他これらに類する施設（以

下「住宅等」という。）の敷地から 100 メートル以上、火葬場にあっては、

300 メートル以上離れていること。 

(３) 河川又は湖沼から 20 メートル以上離れていること。 

(４) 飲料水を汚染するおそれのない場所であること。 
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２．納骨堂の設置場所の基準） 

納骨堂の設置場所は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

(１) １①第１号又は第３号に規定する者が設置するものについては、所有権を

有する土地であること。 

(２) １①第２号に規定する者が設置するものについては、所有権を有する土地

であり、寺院、教会等の境内、墓地の区域内又は火葬場の敷地内の場所であ

ること。 

３．墓地等の施設の基準 

墓地等の施設は、次に掲げる基準に適合しなければならない。ただし、公衆衛

生その他公共の福祉の見地から支障がないと認められる場合は、この限りでな

い。 

(１) 区域の面積が１ヘクタール未満の墓地 

ア 周囲に塀、植栽等を設け、境界を明らかにすること。 

イ 雨水等が滞留しないように排水路を設けること。 

ウ 通路を設けること。 

(２) 区域の面積が１ヘクタール以上の墓地 

ア 前号イ及びウの施設を設けること。 

イ 墳墓一区画当たりの面積は、３平方メートル以上とすること。 

ウ 墳墓の面積の総計は、墓地の区域の面積の３分の１以下とすること。 

エ 緑地を適正に配置すること。 

オ 通路のうち、幹線となるものの幅員は６メートル以上とし、その他のも

のの幅員は 1.5 メートル以上とすること。 

カ 給水施設、休憩所、便所及び駐車場を設けること。 

(３) 納骨堂 

ア 周囲に塀、植栽等を設けること。 

イ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第９号の２に規定する耐

火建築物又は同条第９号の３に規定する準耐火建築物であること。 

ウ 出入口及び納骨設備に施錠できる装置が設けられていること。 

エ 防湿のための設備を設けること。 

(４) 火葬場 

ア 敷地の周囲に塀、植栽等を設け、他の建物等と区分すること。 

イ 火葬室及び火葬炉は、外部から見通すことができない構造であること。 

ウ 火葬炉には、防臭、防じん及び防音のための装置を設けること。 

エ 管理事務所、便所、駐車場及び待合所を設けること。 

オ 火葬炉が存する建物には、施錠ができること。 

４．経営の許可の申請 

墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23 年法律第 48 号。以下「法」という。）第

10 条第１項の経営の許可を受けようとする者は、墓地経営許可申請書（様式第

１号）、納骨堂経営許可申請書（様式第２号）、火葬場経営許可申請書（様式第

３号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(１) 墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）の敷地に係る土地の

登記事項証明書（申請日前 90 日以内に作成されたもの） 

(２) 墓地等に隣接する土地の状況について、所有者の住所及び氏名を記載した

公図の写し 

(３) 墓地等の周囲200メートル以内（火葬場にあっては周囲500メートル以内）

の河川又は湖沼及び住宅等の状況を示す図面 

(４) 墓地の区域の平面図及び求積図又は火葬場若しくは納骨堂の施設の設計

概要書、配置図、立面図及び断面図 

(５) 他の法令に基づく許認可等を受けていることを証する書類（他の法令によ

る規制がある場合に限る。） 
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(６) 申請者が宗教法人等である場合にあっては、当該宗教法人等の宗教法人規

則、寄附行為又は定款の写し、法人の登記事項証明書及び許可申請に関する

意思決定をした旨を証する書類 

(７) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

３．経営の許可の申請 

墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23 年法律第 48 号。以下「法」という。）第 10

条第１項の経営の許可を受けようとする者は、墓地経営許可申請書（様式第１

号）、納骨堂経営許可申請書（様式第２号）、火葬場経営許可申請書（様式第３号）

に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。 

(１) 墓地、納骨堂又は火葬場（以下「墓地等」という。）の敷地に係る土地の

登記事項証明書（申請日前 90 日以内に作成されたもの） 

(２) 墓地等に隣接する土地の状況について、所有者の住所及び氏名を記載した

公図の写し 

(３) 墓地等の周囲200メートル以内（火葬場にあっては周囲500メートル以内）

の河川又は湖沼及び住宅等の状況を示す図面 

(４) 墓地の区域の平面図及び求積図又は火葬場若しくは納骨堂の施設の設計

概要書、配置図、立面図及び断面図 

(５) 他の法令に基づく許認可等を受けていることを証する書類（他の法令によ

る規制がある場合に限る。） 

(６) 申請者が宗教法人等である場合にあっては、当該宗教法人等の宗教法人規

則、寄附行為又は定款の写し、法人の登記事項証明書及び許可申請に関する

意思決定をした旨を証する書類 

(７) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

４．その他 

上記のほか、次に掲げる通知を参考に判断する。 

・墓地、埋葬等に関する法律の施行に関する件（昭和２３年９月１３日発衛第９

号。厚生次官通達)三（埋葬、火葬の許可）、四（無縁墳墓に埋葬された死体等

の改葬） 

・改葬許可の取扱について（昭和３０年１１月１５日衛環第８４号。厚生省環境

衛生課長回答） 

・墓地、埋葬等に関する法律上の疑義について（昭和３２年３月２８日衛環第２

３号。厚生省環境衛生部環境衛生課長回答） 

・戸籍法の一部改正に伴う墓地、埋葬等に関する法律等の一部改正について（昭

和４５年４月１４日環衛第５２号。厚生省環境衛生局長通達） 

・妊娠期間の算定に関しての墓地、埋葬等に関する法律の運営について（昭和５

３年１２月２５日環企第１９０号。厚生省環境衛生局企画課長通知） 

・墓地、埋葬等に関する法律施行規則の一部を改正する省令の施行について（平

成１１年３月２９日生衛発第５０４号厚生省生活衛生局長通知） 

・許認可等の審査・処理期間の半減・短期化について（平成１１年４月８日生衛

発第６５６号。厚生省生活衛生局長通知） 

参 考 資 料  

標準処理期間 
■設定  □未設定 

２０日 

備          考 
（秋田県）市町村への権限移譲の推進に関する条例別表第 32 第 1号により美郷町

に権限移譲 

 設    定    日 平成 27 年 10 月 31 日 



5 / 6 

申請に対する処分 ／ 審査基準・標準処理期間  個票（美郷町） 

 

＜個票情報＞ 

所 管 部 署 住民生活課 

適用日（掲載日） 平成 27 年 3月 31 日 

＜処分の概要＞ 

許認可等の名称 墓地､納骨堂又は火葬場の変更又は廃止の許可 

処  分  権  者 町長 

根 拠 規 定 墓地、埋葬等に関する法律第 10 条第 2項 

＜審査基準／標準処理期間＞ 

基 準 規 定 
墓地、埋葬等に関する法律第 10 条第 2項、第 11 条 

美郷町墓地等の経営の許可等に関する規則第 6条、第 7条 

審  査  基  準 

■設定  □未設定 

１．墓地、埋葬等に関する法律第１０条第１項の規定により墓地､納骨堂又は火葬

場の経営等の許可を受けて設けた墓地の区域若しくは納骨堂若しくは火葬場の

施設を変更し、又は墓地、納骨堂若しくは火葬場を廃止しようとする場合には、

町長の許可を受けなければならない。 

２．変更又は廃止しようとする場合の手続方法は、次の区分による。 

(1) 新規の許可 

・新たに墓地等を設置して経営しようとする場合 

・現に存する施設を拡張し、拡張後の面積、墳墓又は納骨施設の数がもとの施

設の倍以上（２００％以上）となる場合 

・現に存する施設と異なる区域に墓地等を設置し、それぞれ別途に管理する場

合 

(2) 変更の許可 

・現に存する施設を拡張し、拡張後の面積、墳墓又は納骨施設の数がもとの施

設の倍に満たない（１９９％以下）場合 

・現に存する施設と隣接又は近接して墓地等を設置し、管理上一体の施設とす

る場合 

・現に存する施設の一部を縮小又は廃止する場合 

・現に存する施設の一部を隣接又は近接した場所に移転し、全体を一体の施設

として管理する場合 

・現に存する施設の一部を他の区域に移転し、それぞれ別途に管理する場合（他

の区域に移転する部分につき、新規の許可が必要） 

(3) 廃止の許可 

・現に存する施設の全部を他の区域に移転する場合（他の区域に移転する部分

につき、新規の許可が必要） 

・現に存する施設の全部を廃止する場合 

３．墓地等の設置場所基準及び施設の構造設備基準は、墓地､納骨堂又は火葬場の

経営等の許可（墓地、埋葬等に関する法律第１０条第１項）の審査基準による。 

４．上記のほか、次に掲げる通知を参考に判断する。 
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・墓地の新設に関する件（昭和２１年９月３日発警第８５号。内務省警保局長・

厚生省公衆衛生局長連名通知) 

・墓地、埋葬等に関する法律の施行に関する件（昭和２３年９月１３日発衛第９

号。厚生次官通達)二（納骨堂の定義） 

・個人墓地の疑義について（昭和２７年１０月２５日衛発第１０２５号。厚生省

公衆衛生局長回答） 

・墓地の許可に関する疑義について（昭和２８年４月１日衛環第２７号。厚生省

公衆衛生局環境衛生部環境衛生課長回答） 

・墓地、埋葬等に関する法律の疑義について（昭和２９年１０月７日衛環第１０

０号。厚生省公衆衛生局環境衛生部環境衛生課長回答） 

・墓地、埋葬等に関する法律の疑義について（昭和３１年１１月１６日衛環第１

１３号厚生省環境衛生課長回答） 

・墓地、埋葬等に関する法律の適用について（昭和４４年７月７日環衛第９０９

３号。厚生省環境衛生課長回答） 

・許認可等の審査・処理期間の半減・短期化について（平成１１年４月８日生衛

発第６５６号。厚生省生活衛生局長通知） 

・墓地経営・管理の指針等について（平成１２年１２月６日生衛発第１７６４号。

厚生省生活衛生局長通知） 

 

○美郷町墓地等の経営の許可等に関する規則 

（変更の許可の申請） 

第６条 法第 10 条第２項の変更の許可を受けようとする者は、墓地区域等変更許

可申請書（様式第４号）に変更事項に係る前条各号に掲げる書類（改葬を必要と

する場合にあっては、法第８条の改葬許可証の写しを含む。）で、町長が指定す

るものを添えて町長に提出しなければならない。 

（廃止の許可の申請） 

第７条 法第 10 条第２項の廃止の許可を受けようとする者は、墓地等廃止許可申

請書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添えて町長に提出しなければなら

ない。 

(１) 廃止計画時の使用者の一覧（墓籍簿の写し等） 

(２) 墓地又は納骨堂を廃止する場合にあっては、法第８条の改葬許可証の写し 

(３) 申請者が宗教法人等である場合にあっては、許可申請に関する意思決定を

した旨を証する書類 

(４) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

参 考 資 料 

 

標準処理期間 

■設定  □未設定 

２０日 

備          考 

（秋田県）市町村への権限移譲の推進に関する条例別表第 32 第 1 号により美郷町

に権限移譲 

 設    定    日 平成 27 年 10 月 31 日 

 


